
北杜市公共施設個別施設計画〈概要版〉
◆はじめに

計画期間

「北杜市公共施設等総合管理計画」の最終年度と合わせることとして、令和33（2051）年度までの28年間と

します。

対象施設

本計画では、令和5年3月末時点で本市が所有している公共施設（362施設）409,623.61㎡を対象とします。

◆公共施設の現状

公共施設を取り巻く概況

◆公共施設の最適化に向けての方針等

公共施設の最適配置と建築物の長寿命化の両輪による総合的かつ効果的な管理の推進

〈最適配置〉

将来の人口規模に応じて施設総量の縮減を図りつつ、今後の施設需要の変化を勘案した上で、施

設の集約化や複合化を含めた配置を目指し、必要な対策を実施します。

【方針１】 施設規模・配置の最適化

【方針２】複合化による拠点施設の整備

【方針３】対象者や目的・用途を限定しないサービス提供への転換

【方針４】役割分担の見直し

〈建築物の長寿命化〉

従来の「事後保全」から「予防保全」への転換を図りつつ、適切な改修や更新等を計画的に実施する

ことで、施設を長寿命化し、トータルコストの削減を図ります。

【方針５】建築物の適切な状況把握

【方針６】長寿命化による財政負担の平準化、更新等費用の縮減

両立による好循環

財源確保の取組の推進

〈財源を確保するための取組〉

最適配置により機能を廃止した「土地」及び「建物」の売却や貸付、基金の積み立て、民間活力手

法の導入、使用料及び手数料等の見直し（受益者負担の適正化）、新・行政改革大綱に基づく歳出の

抑制や、各種寄附制度、有料広告事業を通じた自主財源の確保等の様々な方策を実施します。

〈最適配置による財源補てん〉

延床面積の縮減による施設の維持管理経費の削減等も見込むことで、公共施設等に係る財源の

補てんを検討します。

資料４－１

計画の目標 計画期間内に公共施設の保有量（延床面積）を４０％程度縮減

公共施設の最適化に向けての取組方針

上位関連計画における個別施設の位置付けとの整合
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公共施設の長寿命化に向けての取組方針

本計画の期間内において施設の方向性が示され、今後も長期に渡る利用が見込まれる施設について、長寿命

化に向けて取り組むべき具体的な対策について定めます。

●本計画における「長寿命化」の定義

施設の使用年数を、法定耐用年数を超えて延長すること、 またそのための改修等の事業

●最適配置の方向性に応じた保全区分

長寿命化に向けた対策内容を決定するにあたっては、個別施設の最適配置の方向性に応じて、全ての施設を

「予防保全施設」、「事後保全施設」、「方向性検討施設」のいずれかに分類し、その内容に応じて実施する対策内容

や目標とする使用年数を決定するものとします。

本計画に基づき、施設配置の最適化を推進した場合、第３期満了時（令和３３（２０５１）年度）の延床面積は、

今後、新規整備予定（長坂総合スポーツ公園管理施設）の延床面積１９６.19㎡を含めると24４,９５０.８3㎡となり、

現有の延床面積４０９，６２３.６１㎡に対し、縮減面積16４,６７２.７8㎡、縮減率40.２％が見込まれます。

施設総量の縮減量

削減効果

●現在、保有する全ての施設について、本計画に基づく配置の最適化と建築物の長寿命化を実施した場合、今後

２８年間において必要となる将来更新費用（対策後費用）の総額は約８２９．６億円（約2９．６億円/年）となります。

●一方、現在、保有する全ての施設を現有規模で更新し、今後も維持し続けた場合の将来更新費用（従来型費用）

の総額は約1,1９８.６億円（約4２.８億円/年）となります。

●本計画に基づき、施設の総量削減及び既存の建築物を長期に使用することにより、総額約３６９億円（約1３.２億

円/年）、削減率約3０.８％の削減効果が見込まれることとなります。

今後の課題

●今後、現時点で明確な施設の方向性が示されていない「方向性検討施設」の検討が進み、将来更新費用が年間

予算上限額を超過する年度が恒常的に生じることが見込まれます。

●この点を踏まえ、「方向性検討施設」の具体的な検討に早期に着手し、方向性と費用を明らかにするとともに、

必要に応じて計画の見直しを検討します。

① ②

従来型費用 対策後費用 削減額 削減率

令和６（２０２４）年度～
令和３３（２０５１）年度

約1,１９８.６億円 約8２９.6億円 ▲約３６９．０億円

上記１年度あたり 約4２.８億円 約２９.６億円 ▲約1３.２億円

公共施設の整備等に充当可能
とされる見込予算総額

建築物の将来更新費用

②ー①計画期間

約616.0億円（22.0億円／年）

約３０．８％
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保全区分 方針 

予防保全施設 

・最適配置計画において、計画期間内の施設の存続（維持、改修、更新）

が示されている施設及び建築後40年未満で耐震性が確保されてお

り、 将来的なバリアフリー化の余地を残す施設は、予防保全施設に

分類し、長寿命化の検討対象とする。 

・長寿命化によって法定耐用年数を延伸して施設を使用し、その後は  

除却又は更新とする。 

事後保全施設 

・延床面積が概ね 200㎡未満の公園等に附帯する倉庫、車庫、小屋、  

トイレ等の建築物で、最適配置計画において方向性（除却、更新）が 

示されている施設は、事後保全施設に分類し、長寿命化は見込まず、 

劣化が著しくなった段階での除却又は更新を基本とする。 

・最適配置計画において、計画期間内の施設の除却や譲渡が示されて 

いる施設は、計画的な修繕・改修は行わないため事後保全施設に分類 

し、必要に応じて除却に要する費用等を見込む。 

・除却や譲渡などの具体的な方策の実施までの間に、利用者の安全性 

が損なわれるような事態が発生した場合は、必要最低限の修繕を実 

施する。 

方向性検討施設 

・今後の方向性が決定していない（計画期間内に具体検討に着手する） 

施設が該当する。これらの施設は、方向性が定まるまでは施設の計画 

的な修繕・改修は実施しない。 

・方向性を検討している間に、利用者の安全性が損なわれるような事 

態が発生した場合は、必要最低限の修繕を実施する。 

・検討の結果、今後の方向性が明確となった段階で、予防保全施設又は 

事後保全施設のいずれかに分類する。 

 

構造 事後保全施設 
予防保全施設 

（長寿命化） 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

鉄筋コンクリート造 
50年 

60年 

学校施設 80年 

市営住宅 70年 

鉄骨造 38年 

60年 

学校施設 80年 

市営住宅 45年 

木造、その他 24年 

40年 

市営住宅 

【木造】 30年 

【コンクリートブロック造】30年(平屋建) 

45年(2階建) 
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